
第５章　障害福祉計画・障害児福祉計画（サービス量の見込（活動指標）） 資料８

R3 R4
R5

(見込)
R6 R7 R8 R9 R10 R11

時間 83,973 84,807 86,249 87,715 89,206 90,723 92,265 93,834 95,429

利用者数 622 627 638 649 660 671 682 694 706

時間 501,676 508,498 514,600 520,775 527,024 533,348 539,748 546,225 552,780

利用者数 192 187 189 191 193 195 197 199 201

時間 11,251 10,554 10,860 11,175 11,499 11,832 12,175 12,528 12,891

利用者数 28 27 28 29 30 31 32 33 34

時間 33,810 35,607 35,429 35,252 35,076 34,901 34,726 34,552 34,379

利用者数 179 188 187 186 185 184 183 182 181

時間 0 0 0 0 0 0 0 0 0

利用者数 0 0 0 0 0 0 0 0 0

時間 630,710 639,466 647,138 654,917 662,805 670,804 678,914 687,139 695,479

利用者数 1,021 1,029 1,042 1,055 1,068 1,081 1,094 1,108 1,122

障
害
福
祉
サ
ー

ビ
ス
等

サービス量の見込実績

（

１
）

訪
問
系
サ
ー

ビ
ス

居宅介護
（ホームヘル
プ）

自宅で入浴や排せつ、食事の介護など、生
活全般にわたる介護サービスを行います。

現在の訪問系サービスの利用者数を基礎と
して、障害者の重度化・高齢化による利用
時間の伸びや新たな利用者を踏まえて利用
者数等を見込みます。

重度訪問介護

重度障害者等
包括支援

常に介護が必要な人のなかでも介護の必要
性が非常に高い人に、個別支援計画に基づ
き居宅介護など複数の障害福祉サービスを
包括的に提供します。

訪問系サービスの合計

分野 項目 事業内容 市の基本的な考え方 単位国の基本方針

常時介護が必要な重度の障害者に、自宅で
入浴や排せつ、食事などの介護や外出時の
移動支援までを総合的に行います。

行動援護
外出時に生じ得る危険や混乱などを回避す
るための援助が必要な知的障害者や精神障
害者に、移動中の介護などを提供します。

同行援護
視覚障害により移動に著しい困難を有する
人の外出時に同行し、移動を援護するとと
もに、必要な情報提供を行います。

現に利用している者の数、
障害者等のニーズ、施設入
所者の地域生活への移行者
数、入院中の精神障害者の
うち地域生
活への移行後に居宅介護の
利用が見込まれる者の数、
平均的な一人当たり利用量
等を勘案して、利用者数及
び量の見込み
を設定する。

現に利用している者の数、
障害者等のニーズ、施設入
所者の地域生活への移行者
数、入院中の精神障害者の
うち地域生
活への移行後に重度訪問介
護の利用が見込まれる者の
数、平均的な一人当たり利
用量等を勘案して、利用者
数及び量の見
込みを設定する。

現に利用している者の数、
障害者等のニーズ、平均的
な一人当たり利用量等を勘
案して、利用者数及び量の
見込みを設
定する。

現に利用している者の数、
障害者等のニーズ、施設入
所者の地域生活への移行者
数、入院中の精神障害者の
うち地域生
活への移行後に行動援護の
利用が見込まれる者の数、
平均的な一人当たり利用量
等を勘案して、利用者数及
び量の見込み
を設定する。

現に利用している者の数、
障害者等のニーズ、施設入
所者の地域生活への移行者
数、入院中の精神障害者の
うち地域生活への移行後に
重度障害者等包括支援の利
用が見込まれる者の数、平
均的な一人当たり利用量等
を勘案して、利用者数及び
量の見込みを設定する。
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第５章　障害福祉計画・障害児福祉計画（サービス量の見込（活動指標）） 資料８

R3 R4
R5

(見込)
R6 R7 R8 R9 R10 R11

サービス量の見込実績

分野 項目 事業内容 市の基本的な考え方 単位国の基本方針

現に利用している者の数、
障害者等のニーズ、施設入
所者の地域生活への移行者
数、入院中の精神障害者の
うち地域生
活への移行後に生活介護の
利用が見込まれる者の数、
平均的な一人当たり利用量
等を勘案して、利用者数及
び量の見込み
を設定する。

生活介護

常に介護が必要な人に、おもに日中に施設
で入浴や排せつ、食事の介護や創作的活
動、生産活動の機会を提供します。障害支
援区分が区分３以上（入所の場合は、区分
４以上）又は50歳以上の区分２以上（入所
の場合は、区分３以上）が対象者となりま
す。

現在の福祉施設の利用者のうち、本事業の
対象者見込数を基礎とし、障害者の高齢化
と重度化が進んでいることなどを踏まえて
利用者数を見込みます。

利用者数 1,372 1,375 1,392 1,409 1,426 1,443 1,460 1,478 1,496

現に利用している者の数、
障害者等のニーズ、施設入
所者の地域生活への移行者
数、平均的な一人当たり利
用量等を勘案して、利用者
数及び量の見込みを設定す
る。

自立訓練
（機能訓練）

身体障害者を対象に、自立した日常生活や
社会生活ができるよう、一定の期間（標準
期間18か月）、身体機能向上のために必要
な訓練を行います。

市内には自立訓練（機能訓練）を受けられ
る施設はありませんが、市外の施設へ通院
している障害者の数をもとに、利用者数を
見込みます。

利用者数 8 7 8 8 8 8 8 8 8

現に利用している者の数、
障害者等のニーズ、施設入
所者の地域生活への移行者
数、入院中の精神障害者の
うち地域生活への移行後に
自立訓練（生活訓練）の利
用が見込まれる者の数、平
均的な一人当たり利用量等
を勘案して、利用者数及
び量の見込みを設定する。

自立訓練
（生活訓練）

知的障害者、精神障害者を対象に、自立し
た日常生活や社会生活ができるよう、一定
の期間（標準期間24か月、長期入所者の場
合36か月）、生活能力向上のために必要な
訓練を行います。

現在の福祉施設を利用している知的障害者
などの利用者数を基礎として、施設入所者
の地域生活への移行の数値目標等を踏まえ
て利用者数を見込みます。

利用者数 159 178 183 188 193 198 203 208 213

障害者等のニーズ、特別支
援学校卒業者数、就労移行
支援、就労継続支援Ａ型又
は就労継続支援Ｂ型を新た
に利用する者の数、就労移
行支援、就労継続支援Ａ型
又は就労継続支援Ｂ型を現
に利用している者の数等を
勘案して、利用者数の見込
みを設定する。

就労選択支援

（

２
）

日
中
活
動
系
サ
ー

ビ
ス

障
害
福
祉
サ
ー

ビ
ス
等
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第５章　障害福祉計画・障害児福祉計画（サービス量の見込（活動指標）） 資料８

R3 R4
R5

(見込)
R6 R7 R8 R9 R10 R11

サービス量の見込実績

分野 項目 事業内容 市の基本的な考え方 単位国の基本方針

現に利用している者の数、
障害者等のニーズ、施設入
所者の地域生活への移行者
数、入院中の精神障害者の
うち地域生活への移行後に
就労移行支援事業の利用が
見込まれる者の数、福祉施
設の利用者の一般就労への
移行者数、特別支援学校卒
業者、休職者で復職を希望
する者等新たに就労移行支
援事業の対象者と見込まれ
る者の数、平均的な一人当
たり利用量等を勘案して、
利用者数及び量の見込みを
設定する。

就労移行支援

一般就労等に向けて、一定期間（標準期間
24か月）、事業所における作業や実習、適
性にあった職場探し、就労後の職場定着の
ための支援等を行います。

現在の福祉施設利用者のうち、本事業の対
象者見込数を基礎とし、市が障害者雇用の
促進を今後の主要な取組と捉えていること
を踏まえて利用者数を見込みます。

利用者数 407 423 433 443 453 463 473 483 493

現に利用している者の数、
障害者等のニーズ、施設入
所者の地域生活への移行者
数、入院中の精神障害者の
うち地域生活への移行後に
就労継続支援Ａ型の利用が
見込まれる者の数、就労継
続支援Ａ型の利用者の一般
就労への移行者数、平均的
な一人当たり利用量、地域
の雇用情勢等を勘案して、
利用者数及び量の見込みを
設定する。

就労継続支援
（Ａ型）

利用者数 184 217 239 261 283 305 327 349 371

現に利用している者の数、
障害者等のニーズ、施設入
所者の地域生活への移行者
数、入院中の精神障害者の
うち地域生
活への移行後に就労継続支
援Ｂ型の利用が見込まれる
者の数、就労継続支援Ｂ型
の利用者の一般就労への移
行者数、平均的な一人当た
り利用量等を勘案して、利
用者数及び量の見込みを設
定する。
設定に当たっては、区域内
の就労継続支援Ｂ型事業所
における工賃（事業所が、
利用者に対して、事業収入
から事業に必要な経費を控
除して支払う金額をい
う。）の平均額について、
区域ごとの目標水準を設定
することが望ましい。

就労継続支援
（Ｂ型）

利用者数 1,532 1,658 1,695 1,732 1,769 1,806 1,843 1,880 1,917

（

２
）

日
中
活
動
系
サ
ー

ビ
ス

障
害
福
祉
サ
ー

ビ
ス
等

通常の事業所で働くことが困難な人に、働
く場の提供や就労に必要な知識や能力の向
上のための訓練を行います。雇用契約を結
ぶことを基本とするＡ型と雇用契約を結ば
ないＢ型があります。

現在の福祉施設利用者のうち、本事業の対
象者見込数を基礎として、施設の新規開設
等を踏まえて利用者数を見込みます。
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第５章　障害福祉計画・障害児福祉計画（サービス量の見込（活動指標）） 資料８

R3 R4
R5

(見込)
R6 R7 R8 R9 R10 R11

サービス量の見込実績

分野 項目 事業内容 市の基本的な考え方 単位国の基本方針

現に利用している者の数、
障害者等のニーズ、福祉施
設の利用者の一般就労への
移行者数等を勘案して、利
用者数の見込みを設定す
る。

就労定着支援

就労移行支援等の利用を経て一般就労へ移
行した障害者で、就労に伴う環境変化によ
り生活面の課題が生じている人について、
課題解決に必要な連絡調整や指導・助言等
の支援を行います。

平成30年度（2018年度）に創設されたサー
ビスであり、就労移行支援等の利用を経て
一般就労へ移行した人のうち一定数が本
サービスを利用することを見込み、事業所
数の増加を勘案して利用者数を見込みま
す。

利用者数 139 156 160 163 167 171 174 178 182

現に利用している者の数、
障害者等のニーズ等を勘案
して、利用者数の見込みを
設定する。

療養介護

医療の必要な障害者で常に介護が必要な人
に、医療機関で機能訓練や療養上の管理、
看護、介護や日常生活上の援助を行いま
す。

現在の利用実績に、医療型障害児入所施設
における18歳以上の入所者を含めて利用者
数を見込みます。

利用者数 43 43 43 43 43 43 43 43 43

利用者数 280 330 330 330 330 330 330 330 330

延利用日数 15,435 17,193 17,193 17,193 17,193 17,193 17,193 17,193 17,193

利用者数 80 66 66 66 66 66 66 66 66

延利用日数 1,912 1,711 1,912 1,912 1,912 1,912 1,912 1,912 1,912

（

３
）

居
住
系
サ
ー

ビ
ス

現に利用している者の数、
障害者等のニーズ、施設入
所者の地域生活への移行者
数、入院中の精神障害者の
うち地域生活への移行後に
共同生活援助の利用が見込
まれる者の数、一人暮らし
や家庭からグループホーム
に入所する者の数、グルー
プホームから退所する者の
数等を勘案して、利用者数
の見込みを設定する。
さらに、当該利用者数のう
ち、重度障害者について個
別に利用者数の見込みを設
定することが望ましい。

共同生活援助
（グループ
ホーム）

ひとり暮らしをするには不安のある知的・
身体障害者または精神障害者に対し、グ
ループホームで日常生活上の相談や援助、
入浴や排せつ、食事の介護などを行いま
す。

現時点のグループホームの利用者数を基礎
とし、施設入所者の地域生活への移行が進
むことや、市が共同生活援助（グループ
ホーム）の整備の促進を今後の主要な取組
と捉えていることなどを踏まえて、利用者
数を見込みます。

利用者数 885 920 936 952 968 984 1,001 1,018 1,035

障
害
福
祉
サ
ー

ビ
ス
等

短期入所
（福祉型）

自宅で介護を行う人が病気などの場合、短
期の入所による入浴、排せつ、食事の介護
などを行います。障害者支援施設等におい
て実施する福祉型と、病院、診療所、介護
老人保健施設において実施する医療型があ
ります。

現時点の短期入所事業の利用者数を基礎と
して、障害者の重度化や家族の高齢化等に
よる利用者数の伸びや、新たな利用者等を
踏まえて利用者数を見込みます。

短期入所
（医療型）

現に利用している者の数、
障害者等のニーズ、施設入
所者の地域生活への移行者
数、入院中の精神障害者の
うち地域生
活への移行後に短期入所の
利用が見込まれる者の数、
平均的な一人当たり利用量
等を勘案して、利用者数及
び量の見込みを設定する。

（

２
）

日
中
活
動
系
サ
ー

ビ
ス
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第５章　障害福祉計画・障害児福祉計画（サービス量の見込（活動指標）） 資料８

R3 R4
R5

(見込)
R6 R7 R8 R9 R10 R11

サービス量の見込実績

分野 項目 事業内容 市の基本的な考え方 単位国の基本方針

令和四年度末時点の施設入
所者数を基礎として、施設
入所者の地域生活への移行
者数を控除した上で、グ
ループホーム等での対応が
困難な者の利用といった真
に必要と判断される数（施
設への入所を新たに希望す
る者については、特にニー
ズや環境等を十分確認した
上で計画期間中に施設入所
支援が必要と判断される
数）を加えた数を勘案し
て、利用者数の見込みを設
定する。
当該利用者数の見込みの設
定に当たっては、令和八年
度末において、令和四年度
末時点の施設入所者数の五
パーセント以上を削減する
こととし、令和五年度末に
おいて、障害福祉計画で定
めた令和五年度までの数値
目標が達成されないと見込
まれる場合は、未達成割合
を令和八年度末における施
設入所者の削減割合の目標
値に加えた割合以上を目標
値とすることを基本としつ
つ、地域の実情に応じて設
定することが
望ましい。

施設入所支援

介護が必要な人や通所が困難な障害者で、
生活介護、自立訓練や就労移行支援のサー
ビスを利用している人に対して、居住の場
を提供し、夜間における入浴や排せつ、食
事の介護などを行います。

令和５年度（2023年度）末までに、平成31
年度（2019年度）末時点の施設入所者の
６％以上が、グループホーム等の地域生活
へ移行するとともに、令和5年度（2023年
度）末の施設入所者数が令和２年度（2020
年度）末時点の施設入所者数を超えないこ
とを目指します。

利用者数 376 364 363 363 363 363 363 363 363

現に利用している者の数、
同居している家族による支
援を受けられない障害者の
数、施設入所者の地域生活
への移行者数、入院中の精
神障害者のうち地域生活へ
の移行後に自立生活援助の
利用が見込まれる者の数等
を勘案して、利用者数の見
込みを設定する。

自立生活援助

福祉施設やグループホーム等からひとり暮
らしへの移行を希望する人の意思を尊重し
た地域生活を支援するため、定期的な巡回
訪問や随時の対応など適切な支援を行いま
す。

平成30年度（2018年度）に創設されたサー
ビスであり、ひとり暮らしへの移行希望者
のうち一定数が本サービスを利用すると見
込み、事業所数の増加を勘案して利用者数
を見込みます。

利用者数 29 40 41 42 43 44 45 46 47

（

４
）

相
談
支
援

現に利用している者の数、
障害者等のニーズ、入院中
の精神障害者のうち地域生
活への移行後に計画相談支
援の利用が見込まれる者の
数等を勘案して、利用者数
の見込みを設定する。

計画相談支援

施設入所や入院から地域生活への移行を希
望する障害者や、居宅・通所サービスを受
けようとする障害者に対し、サービス等利
用計画を作成し、サービス事業者との連絡
調整、モニタリング等を行います。

障害福祉サービス及び地域相談支援（地域
移行支援・地域定着支援）の利用者等を踏
まえ、原則として全ての障害福祉サービス
及び地域相談支援の利用者を対象として、
利用者数を見込みます。

利用者数 2,494 2,514 2,514 2,514 2,564 2,614 2,664 2,714 2,764

（

３
）

居
住
系
サ
ー

ビ
ス

障
害
福
祉
サ
ー

ビ
ス
等
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第５章　障害福祉計画・障害児福祉計画（サービス量の見込（活動指標）） 資料８

R3 R4
R5

(見込)
R6 R7 R8 R9 R10 R11

サービス量の見込実績

分野 項目 事業内容 市の基本的な考え方 単位国の基本方針

現に利用している者の数、
障害者等のニーズ、施設入
所者の地域生活への移行者
数、入院中の精神障害者の
うち地域生活への移行後に
地域移行支援の利用が見込
まれる者の数等を勘案し
て、利用者数の見込みを設
定する。
設定に当たっては、入所又
は入院前の居住地を有する
市町村が対象者数の見込み
を設定する。

地域移行支援

施設入所や入院から地域での生活に移行す
るための、住居の確保や新生活の準備等に
ついて一定の期間（標準期間6か月）必要
な支援を行います。

福祉施設の入所者及び精神障害者の人数や
地域生活への移行者数等を踏まえて、利用
者数を見込みます。

利用者数 16 16 17 18 19 20 21 22 23

現に利用している者の数、
単身世帯である障害者の
数、同居している家族によ
る支援を受けられない障害
者の数、施設入所者の地域
生活への移行者数、入院中
の精神障害者のうち地域生
活への移行後に地域定着支
援の利用が見込まれる者の
数等を勘案して、利用者数
の見込みを設定する。

地域定着支援

居宅でひとり暮らしをしている人や家庭の
状況等により同居している家族による支援
を受けられない障害者の、夜間等を含む緊
急時における連絡、相談等の必要なサポー
ト体制の確保について一定の期間（標準期
間6か月）支援を行います。

地域における単身の障害者や家庭の状況等
により同居している家族による支援を受け
られない障害者の人数、地域生活への移行
者数を踏まえて利用者数を見込みます。

利用者数 5 2 3 3 3 3 3 3 3

（

５
）

障
害
福

祉
サ
ー

ビ
ス
の

サ
ー

ビ
ス
量
確

保
の
た
め
の
方

策

理解促進研
修・啓発事業

障害者等が日常生活及び社会生活を営む上
で生じる｢社会的障壁｣を除去するため、障
害者等の理解を深める研修・啓発を通じて
地域住民への働きかけを強化することによ
り、共生社会の実現を図ります。

市では障害のある人もない人も共に安心し
て暮らせる八王子づくり条例や障害を理由
とする差別の解消の推進に関する法律に基
づき、障害者理解の推進に取り組んできま
したが、今後も障害理解のための周知イベ
ントの開催や広報、市のホームページ、ガ
イドブック等を活用した啓発活動を継続的
に行っていきます。

自発的活動支
援事業

障害者等が自立した日常生活及び社会生活
を営むことができるよう、障害者等、その
家族、地域住民等による地域における自発
的な取組を支援することにより、共生社会
の実現を図ります。

障害者等に対するボランティアの養成や活
動の支援、障害者等を含めた地域における
災害対策活動の支援等を通じて、障害者等
の日常生活を支援していきます。

（

４
）

相
談
支
援

障
害
福
祉
サ
ー

ビ
ス
等

（

１
）

必
須
事
業

地
域
生
活
支
援
事
業

①訪問系サービスについては、利用者や利用時間数の増加が見込まれることから、サービス提供事業者との連携等を通じて、より効率的なサービス提供体制の整備を図ります。
②日中活動系サービスについては、利用者や利用時間数の増加が見込まれることから、利用者のニーズ等の把握に努め、日中活動事業を促進するなど体制の充実を図ります。
③居住系サービスについては、障害者の地域移行を促進する視点から、地域における居住の場としての共同生活援助（グループホーム）の整備の促進を図ります。特に重度・重複障害者が利用できるグループ
ホームについては、さらなる整備の促進を目指します。
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第５章　障害福祉計画・障害児福祉計画（サービス量の見込（活動指標）） 資料８

R3 R4
R5

(見込)
R6 R7 R8 R9 R10 R11

サービス量の見込実績

分野 項目 事業内容 市の基本的な考え方 単位国の基本方針

相談支援事業

障害者等からの相談に応じ、相談支援専門
員の活用を図りつつ、必要な情報の提供、
助言及び指導、障害福祉サービスの利用支
援等、必要な支援を行うとともに、障害者
差別や虐待の防止及びその早期発見のため
の関係機関との連絡調整その他障害者等の
権利擁護のために必要な援助を行います。
　また、賃貸契約による一般住宅（公営住
宅及び民間の賃貸住宅）への入居を希望し
ているが、保証人がいないなどの理由で入
居が困難な障害者等に対し、入居に必要な
調整等に係る支援を行うとともに、家主等
への相談・助言を通じて障害者等の地域生
活を支援します。

市域が広い八王子市において、交通の利便
性の高い身近な場所で相談支援を受けられ
るように、相談支援事業を行う事業所を５
箇所設置しています。また、現在のところ
障害者福祉課を相談支援の中核的な役割を
担う機関としての基幹相談支援センターと
位置づけ、相談支援の充実を図ります。
　また、賃貸契約による一般住宅への入居
を希望していても、保証人がいないなどの
理由で入居が困難な障害者に対し、円滑な
入居のための支援を行う住宅入居等支援事
業（居住サポート事業）を継続していきま
す。

相談支援事業所
相談延件数

33,649 29,273 30,000 30,000 30,000 30,000 30,000 30,000 30,000

成年後見制度
利用支援事業

障害者が地域で安心して暮らすことができ
るよう、成年後見制度を利用することが必
要である障害者が、補助を受けなければ制
度の利用が困難な場合、申立てに要する費
用及び後見人等の報酬等を助成します。

成年後見・あんしんサポートセンター八王
子と連携し、成年後見制度の適切な活用
と、パンフレット等による周知を図ってい
きます。

申立て件数 12 4 10 11 12 13 14 15 16

手話通訳講習会
修了者数（初級
手話講習会）

60 67 70 70 70 70 70 70 70

手話通訳講習会
修了者数（中級
手話講習会）

26 41 45 45 45 45 45 45 45

手話通訳講習会
修了者数（手話
通訳者養成コー
ス入門）

14 14 14 14 14 14 14 14 14

手話通訳講習会
修了者数
（手話通訳者養
成コース）

6 5 6 6 6 6 6 6 6

手話通訳・要約
筆記協力者等延
派遣件数

4,709 6,202 6,500 6,500 6,500 6,500 6,600 6,600 6,600

手話通訳協力者
登録者数

34 33 37 37 37 37 37 37 37

要約筆記協力者
登録者数

17 17 17 17 17 17 17 17 17

盲ろう者向け通
訳・介助者
登録者数

15 13 13 13 13 13 13 13 13

手話通訳協力者、要約筆記協力者及び盲ろ
う者向け通訳・介助者の養成と登録者数・
派遣件数の増加を図り、情報保障の充実を
図ります。

意思疎通支援
事業

視覚、聴覚、言語機能、音声機能その他の
障害のため、意思疎通が困難な障害者等と
その他の者との意思疎通を支援する手話通
訳協力者及び要約筆記協力者の養成・派遣
や、盲ろう者向け通訳・介助者の養成を行
うことで、意思疎通の円滑化に取り組みま
す。

地
域
生
活
支
援
事
業

（

１
）

必
須
事
業
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第５章　障害福祉計画・障害児福祉計画（サービス量の見込（活動指標）） 資料８

R3 R4
R5

(見込)
R6 R7 R8 R9 R10 R11

サービス量の見込実績

分野 項目 事業内容 市の基本的な考え方 単位国の基本方針

介護・訓練支援
用具

43 42 45 46 46 46 46 46 46

自立生活支援用
具

86 69 84 85 85 85 85 85 85

在宅療養等
支援用具

94 91 91 92 92 92 92 92 92

情報・意思疎通
支援用具

199 163 213 215 215 215 215 215 215

排泄管理支援用
具

13,810 14,066 14,066 14,078 14,090 14,102 14,114 14,126 14,137

小規模住宅改修
費

7 9 9 10 10 10 10 10 10

利用者数 638 638 667 697 728 761 795 831 868

延利用時間数 70,672 73,817 77,139 80,610 84,237 88,028 91,989 96,129 100,455

Ⅰ型の相談件数 527 1,025 1,100 1,100 1,100 1,100 1,200 1,200 1,200

Ⅲ型の延利用者
数

3,212 4,130 4,200 4,200 4,200 4,200 4,300 4,300 4,300

訪問入浴サー
ビス事業

家族の介助だけでは入浴することができな
い重度の障害者に対し、入浴車を派遣し、
自宅において入浴サービスを提供します。

障害者の重度化や家族の高齢化などによ
り、利用者数の増加を見込みます。

延利用者数 2,514 2,479 2,496 2,640 2,728 2,816 2,904 2,992 3,080

自動車運転教
習費

助成件数 7 7 7 8 8 8 9 9 9

自動車改造費
助成事業

助成件数 8 3 3 7 7 7 8 8 8

点字広報等発
行

部数 873 833 881 900 900 900 1,000 1,000 1,000

声の広報等発
行

部数 2,589 2,757 2,964 3,000 3,000 3,000 3,200 3,200 3,200

障害者日中一
時支援事業

介護者が疾病等の理由により居宅における
介護ができない場合や、介護者が一時的な
休息を必要とする場合に、障害者を一時的
に施設で預かり、必要な保護を行う日帰り
ショートステイを実施します。

障害者の家族の高齢化により居宅介護が一
時的に困難になることや、介護者の休息が
必要となる場面が増えることを見据え、利
用増を見込みます。

延利用者数 1,353 1,354 1,354 1,354 1,354 1,354 1,354 1,354 1,354

（

３
）

地
域
生
活
支
援
事
業
見
込
量
確

保
の
た
め
の
方
策

地域生活への移行及び社会参加を促進して
いくことから、利用者数等の増加を見込み
ます。

日常生活用具を必要とする障害者等に対し
て、適切な給付を行うことで、日常生活上
の便宜を図ります。障害者の重度化・高齢
化により、件数の増加を見込みます。

市が提供する情報について、点字化や音声
化を進めるとともに、音声コードや音声読
み上げソフト等の周知を図ります。加え
て、市のホームページにおける音声ファイ
ルの提供を推進するなど、視覚障害者の情
報入手の幅を広げます。

心身障害者本人が免許を取得するために要
した費用の一部及び身体障害者本人が所有
し運転する自動車の改造に要した費用の一
部を助成します。

出前講座や特別支援学校での説明会等で引
き続き制度の周知を図ります。

文字による情報入手が困難な視覚障害者の
ために、広報紙「広報はちおうじ」や「市
議会だより」など市が提供する各種の情報
について、点字化や音声化を進めます。

日常生活用具
給付事業
（給付件数）

重度障害者に対し、障害の種類、程度に応
じた日常生活用具を給付します。

地域活動支援
センター事業

地域活動支援センターは、創作的活動、生
産活動の機会の提供、社会との交流の促進
等のサービスを行います。

①サービスに関する情報提供を幅広く行い、利用促進を図ります。
②関係機関との連携を図り、支援体制の整備を推進します。
③事業者や利用者ニーズの把握に努め、多様な事業者の参入を促進するなど、サービス提供体制の整備を図ります。
④地域の実情に応じた障害福祉サービス及び相談支援体制確保のため、障害者地域自立支援協議会と協議しながら、サービス内容の充実と支援体制の整備を図っていきます。また、障害者に対する人権の擁護や
虐待防止に向けた啓発活動についても、障害者地域自立支援協議会において検討していきます。

個々の障害者に合った創作的活動や生産活
動の機会や、社会との交流の場を提供して
おり、今後も相談件数や利用者数の増加を
見込みます。

移動支援事業

屋外での移動が困難な障害者等 (同行援護
に該当する視覚障害者を除く)の外出を支
援し、地域における自立生活及び社会生活
を促進します。

（

１
）

必
須
事
業

地
域
生
活
支
援
事
業

（

２
）

任
意
事
業
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第５章　障害福祉計画・障害児福祉計画（サービス量の見込（活動指標）） 資料８

R3 R4
R5

(見込)
R6 R7 R8 R9 R10 R11

サービス量の見込実績

分野 項目 事業内容 市の基本的な考え方 単位国の基本方針

障
害
児
支
援

（

障
害
児
福
祉
計
画
）

（

１
）

障
害
児
支
援
の
サ
ー

ビ
ス

地域における児童の数の推
移、現に利用している障害
児の数、障害児等のニー
ズ、重症心身障害児等の
ニーズ、医療的ケア児等の
ニーズ、保育所や認定こど
も園、幼稚園等での障害児
の受入状況、入所施設から
退所した後に児童発達支援
の利用が見込まれる障害児
の数、平均的な一人当たり
利用量等を勘案して、利用
児童数及び量の見込みを設
定する。

児童発達支援
障害児に、日常生活における基本的な動作
の指導、集団生活への適応訓練等を行いま
す。

近年における事業所の新規開設と利用者の
増加を受け、今後も利用者が安心してサー
ビスを利用できる環境づくりを図っていき
ます。

利用者数 510 713 725 737 750 763 776 789 802

【削除】
医療型児童発
達支援

障害児に、日常生活における基本的な動作
の指導、集団生活への適応訓練等のほか、
治療を行います。

近年、医療型児童発達支援に関するニーズ
が高まっていますが、市内に事業者がな
く、新規利用者がいないため、１名程度の
利用を見込みます。

利用者数 0 0 0 0 0 0 0 0 0

地域における児童の数の推
移、現に利用している障害
児の数、障害児等のニー
ズ、重症心身障害児等の
ニーズ、医療的ケア児等の
ニーズ、放課後児童健全育
成事業等での障害児の受入
状況、入所施設から退所し
た後に放課後等デイサービ
スの利用が見込まれる障害
児の数、平均的な一人当た
り利用量等を勘案して、利
用児童数及び量の見込みを
設定する。

放課後等デイ
サービス

就学している障害児に、授業の終了後また
は休業日に生活能力の向上のために必要な
訓練や社会との交流の機会等を提供しま
す。

近年における事業所の新規開設と利用者の
増加を受け、今後も利用者が安心してサー
ビスを利用できる環境づくりを図っていき
ます。

利用者数 1,170 1,370 1,393 1,417 1,441 1,465 1,490 1,515 1,541

地域における児童の数の推
移、現に利用している障害
児の数、障害児等のニー
ズ、重症心身障害児等の
ニーズ、医療的ケア児等の
ニーズ、保育所、認定こど
も園、幼稚園、小学校、特
別支援学校等での障害児の
受入又は利用状況、平均的
な一
人当たり利用量等を勘案し
て、利用児童数及び量の見
込みを設定する。

保育所等訪問
支援

保育所等を訪問し、保育所等に通う障害児
に、集団生活への適応のための専門的な支
援等を行います。

近年、サービスの周知が広がったことによ
り利用者数が急増しており、今後も利用者
数の増加を見込みます。
　なお、本サービスとは異なる事業です
が、市では保育所等を訪問して障害児への
適切な支援を行う巡回発達相談を実施して
います。

利用者数 142 165 168 171 174 177 180 183 186
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第５章　障害福祉計画・障害児福祉計画（サービス量の見込（活動指標）） 資料８

R3 R4
R5

(見込)
R6 R7 R8 R9 R10 R11

サービス量の見込実績

分野 項目 事業内容 市の基本的な考え方 単位国の基本方針

地域における児童の数の推
移、現に利用している障害
児の数、障害児等のニー
ズ、重症心身障害児等の
ニーズ、医療的ケア児等の
ニーズ、平均的な一人当た
り利用量等を勘案して、利
用児童数及び量の見込みを
設定する。

居宅訪問型児
童発達支援

重症心身障害児など、障害児通所支援を受
けるために外出することが著しく困難な障
害児の居宅を訪問し、日常生活における基
本的な動作の指導などの支援を行います。

平成30年度（2018年度）に創設されたサー
ビスであるが、市内に事業所がなく、利用
者がいないため、１名程度の利用を見込み
ます。

利用者数 2 1 2 2 2 2 2 2 2

地域における児童数の推
移、現に利用している障害
児の数、障害児等のニー
ズ、医療的ケア児等のニー
ズ等を勘案して、利用児童
数の見込みを設定する。

障害児相談支
援

障害児通所支援を利用する障害児を対象
に、サービスの内容等を定めた障害児支援
利用計画案を作成し、支給決定が行われた
後に、当該支給決定等の内容を反映した障
害児支援利用計画の作成を行います。

セルフプランを利用する者が多いが、障害
児通所支援を利用する障害児の増加を勘案
し、サービス量を見込みます。

利用者数 299 330 330 330 334 338 342 346 350

（

２
）

サ
ー

ビ
ス
量
確
保

の
た
め
の
方
策

①障害児の家族等に対してサービスに関する情報提供を幅広く行い、利用促進を図ります。
②関係機関との情報共有により、的確にニーズを把握し、サービス提供体制の整備を推進します。
③障害の早期発見に努め、福祉・保健・医療・教育の各機関と連携を図りつつ、適切な療育につなげていきます。

障
害
児
支
援

（

障
害
児
福
祉
計
画
）

（

１
）

障
害
児
支
援
の
サ
ー

ビ
ス
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